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1 

 
「大都市圏の地震防災性向上の方策の提言のための検討を行う部会（以下では本部会)」の設

立時には，工学，経済，行政，制度を総合的に議論する場として会合を持ち，具体的な施策につ

ながる検討を行うことを活動の基本とした．具体的には，わが国の地震防災上の最も重要な課題

である既存不適格建物の耐震改修を推進する制度の提言や，地方自治体や民間企業等の地震危機

管理のための総合的な防災システムの提言などを行う考えを持っていた．しかし活動を進めてい

く中で，これらの検討は本部会以外でも活発に検討が進められ，いくつかの具体的な提案も既に

なされていることがわかったため，本部会で同様の検討をすることは避けた． 

そこで少し方向性を変え，今後地震防災にかかわる土木学会や日本建築学会（以下では建築学

会）などの諸学会が，大都市圏の地震防災性を真に向上させる提言，言い換えれば，従来よりも

効果が高く，説得力の高い提言を実施するために解決すべき課題を整理しまとめることとした． 

 
1 はじめに 

 

本部会では，土木学会や建築学会などの諸学会が，今後，地震防災にかかわる提言を行う場合

に，これが大都市圏の地震防災力の向上に真に貢献する提言となるための課題を整理した．具体

的には，時間・空間的に推移する地震被害や地震防災対策の全体像を示すマップ上に，これまで

土木学会や建築学会が行ってきた提言の対象範囲(課題)を分野別にプロットし，地震被害の全体

像に対して両学会の提言の位置づけと対象としていた課題の範疇(分野)を明らかにした．次に，

両学会の提言が社会的に及ぼした影響や提言を取り巻く環境の変化を，兵庫県南部地震以前から

現在に至る「両学会の研究発表」，「科学技術研究補助金」，「国の防災関連予算」，「関連新聞記事」

等の数値的な変化から数量的に評価することを試みた． 

「両学会の研究発表」の調査では，両学会の主要な研究発表や論文の研究分野の推移を分析し，

これと先の提言の分野とを比較分析した．この検討は，社会的課題の解決に向けた研究活動が学

会の重要な活動であり，しかも社会に提言を発信した学会自身が，その提言に対してどのような

姿勢で研究に取り組んできたかを評価する目的で行った．「科学技術研究補助金」，「国の防災関

連予算」，「関連新聞記事」の推移調査は，両学会の提言が社会的に与えた影響を評価するために

実施したものである．さらに研究活動以外の活動で学会自身が提言を踏まえて行った活動を調査

するために，両学会が兵庫県南部地震以降に行った施策と提言の関係も調査した． 

次に「提言のあるべき姿」を検討するために，提言の個々の文章の「表現」や「構造」を分析

した．この調査からは，従来の提言書の記載では，誰を対象に，具体的に，何をどうして欲しい

のかがはっきりしないものが多いことが明らかになった．また提言を社会に発信するまでの手続

き(体制)についても，関連する学会を対象に調査した． 

最後に以上のような検討結果を踏まえて，「今後のあるべき提言の姿や提言を取り巻く環境」

をまとめた． 

本報は上記の概要をダイジェストとしてまとめたものである．より詳しい内容や，それらの記
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述の根拠となるデータや資料に関しては，別冊の最終報告書並びに APPENDIXを参照されたい．

なお，本部会の活動の中で実施した調査活動は多岐に渡るので，周辺調査として行ったいくつか

の関連調査（たとえば，耐震基準の変化がわが国にもたらした被害軽減効果の分析結果や，道路

構造物に関する地震リスクマネジメント分析など）で，本報告との直接的な関係が薄いものは割

愛した．  

 
2 都市の地震災害に関わる課題の全体像（俯瞰図）と対応する課題の整理 
 

 兵庫県南部地震後に，土木学会と建築学会によって提案された個々の提言や対策，ならびに研

究成果が，都市の地震災害に関する様々な課題の中で，どこにフォーカスされた内容だったのか

を明らかにするため，地震災害や地震防災に関わる課題について俯瞰的に検討できる課題マップ

を作成し，これと提言を比較することで，その位置づけと対象範囲の分析を行う． 

 地震災害と防災を取り巻く様々な課題について，それぞれの関係と全体像を俯瞰的できる課題

マップの作成を試みた．具体的には，既存の文献から，提言の位置づけとその対象範囲を分析す

る上で相応しいものがあるかどうかの検討をまず行った．検討対象としては，以下の①～⑥の文

献を用いた．①兵庫県南部地震をふまえた大都市災害に対する総合防災対策の課題（研究代表者 

亀田弘行，1995），②被害連関図（鹿島都市防災研究会作成，1996），③各機能被害の連関図（川

崎市地震被害想定，1997），④「地震防災投資を行わない」という意思決定に関する特性要因図

（鳥澤一晃，他，2002），⑤「人命危険発生機構の全容（瀧本英明，他，2002」，⑥地震災害の総

合的課題（社会技術研究開発センター地震防災研究グループ，2002）． 

 上記の文献で作成されている資料が，課題の全体像を俯瞰的に検討できるものになっているか

否かという視点から分析した．結果的には一長一短があり，どの資料もそのまま利用できるもの

ではなかったが，これらの中では，わが国を代表する地震防災の専門家 56名によるＫＪ法の検

討結果である資料①が，最も広範かつ網羅的に課題を抽出していることがわかった．しかし，「各

カードの表現のレベルが異なる」ことや，「各カードが代表している背後の内容の深さに違いが

ある」，「兵庫県南部地震から２カ月半後の 1995年 3月末にとりまとめられたこともあり，復旧・

復興期の課題が十分に取り挙げられていない」などの問題が指摘された． 

そこで本部会では，今回の検討を行う上で地震被害や防災対策の課題を俯瞰的に検討できる資

料として，資料①を基に再度ブレーンストーミングを行って，これを改良・再構築することとし

た．再構築に際しては，資料①がＫＪ法で集約される前段階の各専門家から提示された生のカー

ドの内容を踏まえ，できるだけ表層のカードの表現やレベルが統一されるように配慮した．その

結果が図 5-1である． 
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地震予知・予測

計測・観測の強化

地震動予測

津波予測・対策

地盤災害予測・対策

非構造部材・設備・家具などの耐震性確保

既存構造物・ライフラインの耐震性確保

新設構造物・ライフラインの耐震性確保

重要システムの機能維持

地震予知・予測

計測・観測の強化

地震動予測

津波予測・対策

地盤災害予測・対策

非構造部材・設備・家具などの耐震性確保

既存構造物・ライフラインの耐震性確保

新設構造物・ライフラインの耐震性確保

重要システムの機能維持

情報通信システムの整備

防災情報データーベースの整備

災害対応支援システムの整備

情報通信システムの整備

防災情報データーベースの整備

災害対応支援システムの整備

地震・津波情報の収集・提供

被害推定システムの運用

災害情報の収集・提供

地震・津波情報の収集・提供

被害推定システムの運用

災害情報の収集・提供

復旧・復興関連情報の収集・提供

組織間の情報共有

災害記録の収集・保存

復旧・復興関連情報の収集・提供

組織間の情報共有

災害記録の収集・保存

防災訓練・教育・人材育成

自治体の地域防災計画の立案・実行

企業の事前対策

NPO・NGO・コミュニティーの事前対策

個人の事前対策

防災訓練・教育・人材育成

自治体の地域防災計画の立案・実行

企業の事前対策

NPO・NGO・コミュニティーの事前対策

個人の事前対策

被害想定

緊急対応戦略

復旧・復興戦略

防災まちづくり

リスク転嫁(保険）・リスク分散

国際的な協力体制の整備

国の基本政策の立案・実行

組織間の連携

被害想定

緊急対応戦略

復旧・復興戦略

防災まちづくり

リスク転嫁(保険）・リスク分散

国際的な協力体制の整備

国の基本政策の立案・実行

組織間の連携

初動体制の確立

捜索・救出・救助

救急医療・災害医療

消火・延焼阻止

避難場所・避難所の運営

災害時の交通管理

帰宅困難者への対応

災害時要援護者（災害弱者）への対応

初動体制の確立

捜索・救出・救助

救急医療・災害医療

消火・延焼阻止

避難場所・避難所の運営

災害時の交通管理

帰宅困難者への対応

災害時要援護者（災害弱者）への対応

個人の住宅・生活再建

産業の復旧・復興

地域・自治体の復旧・復興

国の復旧・復興

個人の住宅・生活再建

産業の復旧・復興

地域・自治体の復旧・復興

国の復旧・復興

防災文化の創造

新たな組織・制度の設置

防災システムと日常システムの連続

環境・自然と防災の調和

防災のコンセンサスづくり

対策の優先順位付け

国際的な防災戦略

防災哲学の創造

防災文化の創造

新たな組織・制度の設置

防災システムと日常システムの連続

環境・自然と防災の調和

防災のコンセンサスづくり

対策の優先順位付け

国際的な防災戦略

防災哲学の創造

物理的課題
（Natural World）

情報
（Information）

社会的課題
（Social World）

事前対策 事後対策

A B

C D

E F

救援の要請・受け入れ

瓦礫・災害廃棄物の対策

ボランティアの受け入れ・支援

国際協力の受け入れ

被災者の心理的ケア

仮設住宅の整備

人口集積地域以外への対応

衛生・環境対策

救援の要請・受け入れ

瓦礫・災害廃棄物の対策

ボランティアの受け入れ・支援

国際協力の受け入れ

被災者の心理的ケア

仮設住宅の整備

人口集積地域以外への対応

衛生・環境対策

G

社会的文化的
背景・哲学
戦略的課題

1
2
3
4
5
6
7
8
9

1
2
3
4
5
6
7
8
9

地震動の評価

津波の観測

重要システムの被害把握

重要システムの機能回復

構造物・ライフラインの被害把握

構造物・ライフラインの機能回復

地盤災害の被害把握

地盤災害の機能回復

人的被害の把握

二次災害防止

地震動の評価

津波の観測

重要システムの被害把握

重要システムの機能回復

構造物・ライフラインの被害把握

構造物・ライフラインの機能回復

地盤災害の被害把握

地盤災害の機能回復

人的被害の把握

二次災害防止

1
2
3
4
5
6
7
8
9
10

1
2
3
4
5
6
7
8
9
10

1
2
3

1
2
3

1
2
3

1
2
3

4
5
6

4
5
6

1
2
3
4
5
6
7
8

1
2
3
4
5
6
7
8

9
10
11
12
13

9
10
11
12
13

1
2
3
4
5
6
7
8

1
2
3
4
5
6
7
8

9
10
11
12
13
14
15
16

9
10
11
12
13
14
15
16

17
18
19
20

17
18
19
20

1
2
3
4
5
6
7
8

1
2
3
4
5
6
7
8

本課題マップは，文部科学省緊急プロジェクト「兵庫県南部地震をふま
えた大都市災害に対する総合防災対策の研究」報告書（研究代表者：亀
田弘行）（平成７年３月）を元に本ＷＧで作成．

 

 

図 5.1 大都市大震災課題マップ 

 
3  提言の位置付けと提言を取り巻く環境変化の数量的検証 

 
3.1 提言の位置付けの分析 

 兵庫県南部地震後に土木学会と建築学会により行われた提言の位置づけと，それぞれの提言が対象として

いる課題の範囲を，5.2で作成した課題マップを用いて分析した． 

 

a. 土木学会提言 

本節では，5.2 で作成した課題マップに基づき，土木学会による「土木構造物の耐震設計法等に関する第

一次提言（1995.5.23）・第二次提言(1996.1.10)・第三次提言(2000.6)の記載内容に関する分析を行った．分析

の結果，各提言の内容に関して，下記のような傾向が把握できた（図 5.2）． 

i) 第一次提言の分析結果 

・まず「兵庫県南部地震による地震動に関する基本的見解」と「土木構造物の被災状況から見た現行耐震

基準等に関する見解」を述べた後，第 3章以降に，構造物の重要度に応じて保有すべき耐震性能を設定

すべきという提言，耐震基準の修正に関する提言，研究・開発の方針に関する提言が続く． 

・最も多く言及されているのは「A7:既存構造物・ライフラインの耐震性確保」に関する事項であり，続
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いて「A８:新設構造物・ライフラインの耐震性確保」，「A3:地震動予測」，「A1：地震予知・予測」等の

順に記載が多い． 

・その他，「G6:防災のコンセンサスづくり」の必要性を指摘する記述や，「A7:既存構造物・ライフライン

の耐震性能確保」に関して「G7:対策の優先順位付け」の重要性も指摘する記述も見られる． 

・「G3:新たな組織・制度の設置」に関して，「実物大構造物の耐震性の確証実験が可能な大型振動台およ

び大型加力装置の建設」が提案されている． 

ii) 第二次提言の分析結果 

・第二次提言は，「より広い観点からの地震防災性向上の基本方針を新たに加えるとともに，第一次提言

で示した土木構造物耐震性能の強化のための諸方策をより詳細に示している」(第二次提言前書きより抜

粋)． 

・第二次提言の第 1～第 3章は第一次提言の内容を具体的に記述したものになっている．加えて第 4章は，

第一次提言では触れられていなかった地域の防災性向上策に関する提言が加えられている． 

・最も多く言及されているのは「A7:既存構造物・ライフラインの耐震性確保」に関する事項である．続

いて記載が多いのは順に，「A8:新設構造物・ライフラインの耐震性確保」，「E12:防災訓練・教育・人材

育成」，A9:重要システムの機能維持」，「G6：防災のコンセンサスづくり」，「G7:対策の優先順位付け」，

「A3:地震動予測」となっている． 

・第 2 章では「A5:地盤災害予測・対策」と関連した構造物の耐震性確保に関する記述もいくつか見られ

たが，本分析では，各提言で指摘された課題数の逆数を重みとして課題の出現回数を集計したため，結

果的に「A5:地盤災害予測・対策」の出現回数は相対的に少なくなった． 

・第 4章では，地域の「地震災害アセスメント制度」，「既存構造物補強費用と災害復興費用の負担ルール」

「既存施設の補強費用に関する各種主体の負担ルール」を確立するべきであるとの提案がなされている． 

iii) 第三次提言の分析結果 

・第三次提言は，第二次提言の内容に 1996～2000 年に得られた新しい知見を補足する位置付けになって

いる． 

・提言自体は全て第 2章に記述されており，第 1節は耐震性能に対する社会的合意形成の必要性，第２節

はレベル地震動の定義，第 3～6 節は地盤の液状化と側方流動・鋼構造物・コンクリート構造物・土に

関わる構造物の耐震設計の方針，第 7節は耐震診断および耐震補強，第 8節は研究の促進と新技術の開

発に関する記述である． 

・本提言の後には解説編が付けられており，提言の理解を助けている． 

・最も多く言及されているのは「A7:既存構造物・ライフラインの耐震性確保」に関する事項であり，続

いて「A８:新設構造物・ライフラインの耐震性確保」，「A5:地盤災害予測・対策」，「A3:地震動予測」，「A1:

地震予知・予測」等の順に記載が多い． 

・ 第三次提言は上で述べたような第二次提言でも取り上げられている課題が多い．しかも特定の領域の

課題に集中し，これら以外の分野の課題は第二次提言に比べても非常に少ない．前述の通り，第三次

提言は第二次提言の内容に 1996－2000 年に得られた新しい知見を補足するという立場で執筆されて

いるものの，第二次提言に記述されたものの第三次提言に記述のない分野に関しては 5 年間での新し

い知見が判読できない点が難点である． 
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図 5.2 課題マップによる土木学会提言の分野分析 

 

b. 建築学会提言 

建築学会は，建築および都市の防災性向上に関して，第一次提言から第三次提言までの３回にわたり提言

を行っている．この 3回の提言を課題マップを用いて分析した結果（図 5.3）を以下で説明する． 

i) 第一次提言の分析結果 

第一次提言（1995 年 7 月 19 日）では，建築学会として総合的に検討すべき課題ならびに提言すべき項目

を５つ（災害に強い都市づくりの推進，既存不適格建物の耐震対策，耐震性能を明確化した設計法の開発，

災害情報システムの確立，地震災害の防止・軽減に関する基礎的研究の振興）に整理している．  

ii) 第二次提言の分析結果 

第二次提言（1997 年 1 月 16 日）は，都市計画・まちづくりに関わる諸課題に限定し，緊急かつ重要な事

項を提言している．課題マップにより分析したところ，個別の建物よりもまちづくり（社会的課題）に重点

が置かれており，E（事前対策・社会的課題）, F（事後対策・社会的課題）の割合が大きくなっていること

が確認された． 

iii) 第三次提言の分析結果 
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第三次提言（1998 年 1 月 16 日）は，３年間にわたる兵庫県南部地震特別研究委員会の調査・研究を終結

するに際し，最終提言を取りまとめたものである．課題マップにより分析した結果，提言は幅広い課題を含

んでいるが，B（事後対策・物理的課題）が比較的少ないことが明らかとなった． 
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図 5.3 課題マップによる建築学会提言の分野分析 

 
3.2 提言による環境変化の数量的検証 

土木学会と建築学会の提言が社会的に及ぼした影響や提言を取り巻く環境の変化を，兵庫県南部地震以前

から現在に至る「両学会の研究発表」，「科学技術研究補助金」，「国の防災関連予算」，「関連新聞記事」等の

数値的な変化から数量的に評価することを試みた． 

「両学会の研究発表」の調査では，両学会の主要な研究発表や論文の研究分野の推移を分析し，これと先の

提言の分野とを比較分析した．この検討は，社会的課題の解決に向けた研究活動が学会の重要な活動であり，

しかも社会に提言を発信した学会自身が，その提言に対してどのような姿勢で研究に取り組んできたかを評

価する目的で行った．「科学技術研究補助金」，「国の防災関連予算」，「関連新聞記事」の推移調査は，両学会

の提言が社会的に与えた影響を評価するために実施したものである． 
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a. 研究論文・研究発表の変化 

ここでは，土木学会と建築学会が行った各提言に対して，その提言母体である両学会がどのような対応を

行ったのかを調べるために，研究成果の代表的な発表の場として論文集や年次講演会などを取り上げ，兵庫

県南部地震前後，さらに各提言が発表された前後でどのように変化したかを調査した．学術組織である両学

会の会員は自由意志を持つ研究者や実務者であり，研究課題の選定や研究の実施においては学会の提言の影

響を直接的に受けるわけではないが，学会としては「言いっぱなしの提言」にならないように，学会として

提言をサポートする活動もすべきである．このような環境の変化を，研究論文や成果の分野の変化に注目し

て分析を試みたものである． 

i) 土木学会 

土木分野の研究動向とその経時的な変遷を明らかにするために，土木学会論文集および土木学会年次学術

講演会講演概要集の 2 誌を対象として，地震に関連したテーマを扱った研究論文の抽出を行い，5.2 で示し

た大都市地震災害課題マップのキーワードを用いてそれらの論文を分類した．土木学会図書館が所有してい

る書誌アーカイブデータの中の 1995年 1月以降のデータに対して，「震」という語でキーワード検索を行う

ことで，論文のタイトル，概要，キーワードのいずれかに「震」という語を含む論文を抽出し，地震に関連

したテーマを扱う研究論文と見なした．その結果，土木学会論文集から 628編が，土木学会年次学術講演会

講演概要集から 5396編の研究論文が抽出された． 

 上記の方法で検出された論文の内容を分析したところ，土木学会論文集と土木学会年次学術講演会講演概

要集のいずれの論文においても，A（物理的課題の事前対策）に関連した論文が多くを占め，次いで D（情

報）および B（物理的課題の事後対策）に関連した論文が多いことが明らかとなった．さらに，A に関連し

た論文の中でも，A7（既存構造物・ライフラインの耐震性確保），A5（地盤災害予測・対策），A3（地震動

予測）に関連した論文が多く，特に A7に関連した論文数は特出している．逆に，C（情報の事前対策）や E，

F（社会的課題の事前および事後対策），G（社会的文化的背景・哲学・戦略的課題）などに関連した論文は

極めて少い．物理的課題は社会資本の安全性確保の観点から重要なものであり，それらの解決に資する研究

は必要不可欠であるが，一方で社会的には関心の高い E，F，Gに関連した研究も今後はより一層求められて

いると言える． 

ii) 建築学会 

建築学会構造系論文集，計画系論文集，環境系論文集，技術報告集で 1995年から 2005年までの間に発表

された論文について，地震防災に関連するものを抽出し（タイトルに「震」という文字が含まれるという条

件で検索），課題マップを用いて研究内容を分類し，研究動向を調査した．その結果，A7（既存構造物の耐

震性確保）, A8（新設構造物の耐震性確保）が非常に多い傾向が確認された．また，D6（災害記録の収集・

保存）については 1997～1999年に多くなっていた．これらの傾向は，建築学会の第二次提言・第三次提言

とは大きく異なっており，A（物理的課題の事前対策）に偏っている傾向があるといえる．また，G（社会的

文化的背景・哲学・戦略的課題）に該当する論文は非常に少い． 

 

b. 文部科学省科学技術研究補助金の支援を受けた研究プロジェクトの変化 

 文部科学省科学技術研究補助費を対象として，採択された地震防災研究の課題マップによる分析と採択件

数について分析を行った．1992～2005年を対象期間とし，対象分野としては，土木学会と建築学会に関連の

強い研究分野として，「土木工学」と「建築学」を取り上げた．さらに 2002年からは，新設された「社会安

全システム科学（社会システム工学・安全システム，自然災害科学）を加えた．なお，検討に際しては国立
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情報学研究所がホームページ上で公開している科学研究費補助金データベースを利用し，検索キー：「震」，

検索対象：「全体（タイトルだけでなく，研究概要含む）」で抽出した．そして抽出され研究課題を対象に，

5.2でまとめた課題マップを用いて研究内容を分類し，研究動向を調査した（図 5.4～5.6）．  

分析に際して構築したデータベースの項目は次の通りである．「研究課題番号，研究代表者（名字），研究

代表者（名前），所属，研究期間，研究開始年，分析メイン，分析サブ，予算（合計），予算（初年度），予算

（２年目），予算（３年目），予算（４年目），予算（５年目），研究課題名，研究種目，研究種目，詳細，研

究分野」．検索の結果，抽出された件数は，土木工学が 1,139件（1992年～2005年），建築学が 763件（1992

年～2005年）であったが，これらの研究タイトルを吟味した結果，最終的に地震工学や地震防災に直接的に

関係の深い研究課題は土木工学で 693 件，建築学で 716 件になった．社会安全システム科学は 98 件（2002

年～2005年）であった．以下の分析はこれらを対象に行った． 
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図 5.4 科学技術研究補助費による研究プロジェクトの推移 

（土木分野における地震防災関係，棒グラフが研究費，折れ線グラフが研究課題数を示す） 
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土木工学の分野では，一貫して A8（新設構造物・ライフラインの耐震性確保），A5（地盤災害予測・対策），

A3（地震動予測）がこの順番で上位を占めており，課題マップの領域Ａ（事前対策・物理的課題）が採択の

中心である．一方，事後対策の研究や情報・社会的課題の研究はほとんど採択されていない．またこれらの

傾向に，兵庫県南部地震前後での大きな変化は見られない．以上の分析結果から，土木工学の地震防災研究

の内容は一貫して領域 Aが中心であると言え，これらの傾向は土木学会の提言とも整合している．しかしこ

の傾向が兵庫県南部地震以前から一貫した傾向であることや，第二次提言でなされた領域 E（事前対策・社

会的課題）の研究など，ソフト対策の研究の採択数が低いことを踏まえると，科研費の採択が土木学会提言

の影響を受けているとは言えない． 
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(b) 1996-1999
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図 5.5 科学技術研究補助費による研究プロジェクトの推移 

（建築分野における地震防災関係，棒グラフが研究費，折れ線グラフが研究課題数を示す） 
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 建築の分野でも土木分野と同じ傾向が見られる．一貫して，A8（新設構造物・ライフラインの耐震性確保）

を含めた領域Ａ（事前対策・物理的課題）が採択の中心であり，この傾向に兵庫県南部地震前後での変化は

見られない．建築学会の提言が，領域 E（事前対策・社会的課題）や領域 F（事後対策・社会的課題）の割

合が多いことを踏まえると，科研費の採択に建築学会の提言の影響を見ることはできない． 

 社会安全システム科学の分野では，領域Ａ（事前対策・物理的課題）の占有率が最も高いが，その割合は

約５割となっており，土木や建築の分野に比べて低い．領域Ａ以外の分野からも幅広く課題が採択されてお

り，この傾向は土木工学や建築学とは明らかに異なる．この理由としては，土木や建築専攻の研究者でも，

社会的課題に関する地震防災課題については，複合領域である社会安全システム科学に応募したことが考え

られる．事実，採択された研究代表者の氏名と所属からもそのことがうかがえる．  
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図 5.6 科学技術研究補助費による地震工学/地震防災関連研究プロジェクトの推移 

（土木工学・建築分野・社会安全システムのそれぞれの全体に占める割合の変化） 

 

c. 国の防災関連予算 

防災白書および一般会計決算参照書を分析することによって，我が国の防災関連費の具体的な使途とこれ

らの経時的な変化を明らかにした．分析対象期間（年度）は，1995年に発生した兵庫県南部地震（平成 7年
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度）を考慮して，それ以前の平成 5年度とそれ以降の平成 9年度，12年度，14年度，16年度の合計 5つの

年度とした．平成 5年度，9年度，12年度に関してはこれらの年度から 2年後に明らかとなる決算ベースで

のデータで分析を行った．平成 14年度および 16年度に関しては本分析時に決算が明らかとなっていなかっ

たため，やむをえず予算ベースのデータを用いた分析を行った．分析結果の一例を図 5.7に示す． 

 対象期間における防災関連費の年度総額は約 3.5 兆円～約 7.5 兆円の幅で変動している．防災関連費の使

途は，科学技術の研究，災害予防，国土保全，災害復旧の大きな 4項目（以下では大項目）に分類すること

ができる．科学技術の研究，災害予防ならびに国土保全の総額は 3兆円前後であり，経時的には±0.5兆円前

後の幅で変動している．一方，災害復旧に関する費用は当該年度あるいは当該前年度までの災害発生に呼応

して計上されるものであるため，前述した防災関連費の総額に関する変動は災害復旧に関する費用に依存し

た結果である． 

科学技術の研究および災害予防に関する具体的な費用としては，災害一般共通事項，震災対策，風水害対

策，火山災害対策，雪害対策，火災対策，危険物災害対策，原子力災害対策，その他の災害対策の合計 9項

目（以下では中項目）が計上されている．科学技術の研究に関しては，雪害対策と原子力災害対策の 2項目

が平成 12年度以降に新たに追加されており，災害予防に関しては，原子力災害対策が同様に平成 12年度以

降に追加されている．これらの中項目を詳細に分析した上で，地震に関する調査研究と震災対策一般の研究

の 2項目に着目すると，文部科学省（旧文部省および旧科学技術庁を含む），気象庁，ならびに国土交通省（旧

建設省，旧運輸省，ならびに旧国土庁を含む）の 3省庁においては他省庁と比較して大きな費用が計上され

ており，特に文部科学省に関しては兵庫県南部地震を契機として平成 12年度以降には平成 9年度までと比較

して 2～3倍程度の費用が計上されている．国土保全に関する具体的な費用としては，河川事業，河川総合開

発事業（ダム事業），砂防事業，急傾斜地崩壊対策事業，治山事業，地すべり対策事業，海岸保全事業，農地

防災事業，災害関連事業，地盤沈下対策事業，下水道事業，その他の事業の合計 12項目が計上されており，

これらの項目は平成 5年度から 16年度まで基本的に大きな変化はない．また，上述した 4つの大項目の中で，

国土保全は中項目のバラエティーさとこれらの金額のいずれの観点からも堅調であり，経時的にも兵庫県南

部地震に関係なく，大きな費用が毎年計上されている．これは，我が国の国土のあり方そのものに立脚した

特異な点であると言える．災害復旧に関する具体的な費用としては，災害応急対策，災害復旧対策，財政金

融対策，災害復興対策の合計 4項目が計上されている．兵庫県南部地震の発生とリンクして，平成 5年度ま

でには計上されていなかった災害復興対策費が平成 9年度以降には計上されている．これは阪神・淡路大震

災産業復興支援として様々な省庁を跨いで計上されているものであるが，一方で金額的には必ずしも大きな

費用ではなく，むしろ，財務省の地震再保険や農林水産省および国土交通省の災害復旧事業費の方が突出し

た費用となっている． 
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H5
（阪神大震災以前）

H9
（阪神大震災直後）

H12        H14
（阪神大震災以後）

H16
時間

項目

金額[百万円]

国土交通省

：旧建設省
：旧運輸省
：旧国土庁

環境省
省庁再編以前は，
環境庁を指す．

地盤沈下対策調査

特殊地下壕対策事業

鉄道防災事業

下水道事業

地下水対策調査

地盤沈下調査関連水準測量

地下水保全管理調査

地震高潮等対策河川事業

災害関連事業

海岸事業

地すべり対策事業

急傾斜地崩壊対策事業

砂防事業

河川総合開発事業

河川事業

70         

677                

184,188                

41                        

16              

29           

82,545 164                                      

47,923 37,973                                      

29,517             

69,778                                             

250,493     

430,549           

787,250

78           

299                 

203,889                

55                         

16                       

32      

14,575                                

49,395 354                                      

39,467 41,978                                      

25,205          

45,720                                             

209,093            

354,441           

640,818      

42          

1,536              

182,102                 

54                         

18         

30     

13,957                               

67,880                                  

95,060                                      

29,812     

56,212                                             

268,617        

381,363          

834,918      

79         

189             

610                

185,512                

41                        

18                    

30    

11,779                                   

62,823                                      

21,123   

42,350                                             

169,236       

286,343         

577,427      

50             

250                

610                    

172,279                    

45                            

16  

27                                   

8,674                                   

8,753                                      

56,407                                          

19,406   

37,995                                                

156,947       

272,724         

523,328      

H5
（阪神大震災以前）

H9
（阪神大震災直後）

H12        H14
（阪神大震災以後）

H16
時間

項目

金額[百万円]

国土交通省

：旧建設省
：旧運輸省
：旧国土庁

環境省
省庁再編以前は，
環境庁を指す．

地盤沈下対策調査

特殊地下壕対策事業

鉄道防災事業

下水道事業

地下水対策調査

地盤沈下調査関連水準測量

地下水保全管理調査

地震高潮等対策河川事業

災害関連事業

海岸事業

地すべり対策事業

急傾斜地崩壊対策事業

砂防事業

河川総合開発事業

河川事業

70         

677                

184,188                

41                        

16              

29           

82,545 164                                      

47,923 37,973                                      

29,517             

69,778                                             

250,493     

430,549           

787,250

78           

299                 

203,889                

55                         

16                       

32      

14,575                                

49,395 354                                      

39,467 41,978                                      

25,205          

45,720                                             

209,093            

354,441           

640,818      

42          

1,536              

182,102                 

54                         

18         

30     

13,957                               

67,880                                  

95,060                                      

29,812     

56,212                                             

268,617        

381,363          

834,918      

79         

189             

610                

185,512                

41                        

18                    

30    

11,779                                   

62,823                                      

21,123   

42,350                                             

169,236       

286,343         

577,427      

50             

250                

610                    

172,279                    

45                            

16  

27                                   

8,674                                   

8,753                                      

56,407                                          

19,406   

37,995                                                

156,947       

272,724         

523,328      

(a) 国土保全費の年度変化

1,523

10,731   

2,196        

127,261          

324                  

380  

140                               

200                                   

56                                       

775                                         

49,725   

55         

313      
時間

項目

金額[百万円]

■災害復旧（1）

農林水産省

厚生労働省

文部科学省

財務省

総務省

防衛庁

内閣府

※ここで，省庁再編
以前では，厚生労働
省は厚生省，文部科
学省では文部省，総
務省では郵政省を示
している．
※H12総務省の項で
は，郵便局等災害復
旧事業を示す．

法務省

H5
（阪神大震災以前）

H9
（阪神大震災直後）

H12        H14
（阪神大震災以後）

H16

国有林災害復旧事業

農林水産業施設災害復旧事業

公共土木施設災害復旧事業

災害保険

災害融資

阪神大震災産業復興支援

厚生施設等災害復旧事業

災害援護資金の原資の貸付

災害弔慰金の国庫負担

災害救助費の国庫負担

要保護児童に対する補助

公立学校施設災害復旧事業

地震再保険

阪神大震災産業復興支援

阪神大震災産業復興支援

自衛隊派遣

被災者生活再建支援

4,365

156,122 

27,442      

434,500        

17,156             

1,039                    

2,704              

456           

1,192                               

38                                      

5,069                                      

4,942

86,495  

15,933      

33,642          

1,032              

1,960                 

2,331                    

58        

1,069                               

186                                     

5,885                                      

3,197,450      

202                                                

380               

44,705

8,910     

23,145        

3,634            

2,246                   

795         

15    

2,753                              

5                                    

2,535                                      

3,489,130

125         

585       

1,207

10,859   

2,379        

152,204         

13,939              

380                   

140  

200                                   

68                                       

852                                          

3,752,670     

47         

113      

※

※

※

1,523

10,731   

2,196        

127,261          

324                  

380  

140                               

200                                   

56                                       

775                                         

49,725   

55         

313      
時間

項目

金額[百万円]

■災害復旧（1）

農林水産省

厚生労働省

文部科学省

財務省

総務省

防衛庁

内閣府

※ここで，省庁再編
以前では，厚生労働
省は厚生省，文部科
学省では文部省，総
務省では郵政省を示
している．
※H12総務省の項で
は，郵便局等災害復
旧事業を示す．

法務省

H5
（阪神大震災以前）

H9
（阪神大震災直後）

H12        H14
（阪神大震災以後）

H16

国有林災害復旧事業

農林水産業施設災害復旧事業

公共土木施設災害復旧事業

災害保険

災害融資

阪神大震災産業復興支援

厚生施設等災害復旧事業

災害援護資金の原資の貸付

災害弔慰金の国庫負担

災害救助費の国庫負担

要保護児童に対する補助

公立学校施設災害復旧事業

地震再保険

阪神大震災産業復興支援

阪神大震災産業復興支援

自衛隊派遣

被災者生活再建支援

4,365

156,122 

27,442      

434,500        

17,156             

1,039                    

2,704              

456           

1,192                               

38                                      

5,069                                      

4,942

86,495  

15,933      

33,642          

1,032              

1,960                 

2,331                    

58        

1,069                               

186                                     

5,885                                      

3,197,450      

202                                                

380               

44,705

8,910     

23,145        

3,634            

2,246                   

795         

15    

2,753                              

5                                    

2,535                                      

3,489,130

125         

585       

1,207

10,859   

2,379        

152,204         

13,939              

380                   

140  

200                                   

68                                       

852                                          

3,752,670     

47         

113      

※

※

※

(ｂ) 災害復旧費の年度変化

H5
（阪神大震災以前）

H9
（阪神大震災直後）

H12        H14
（阪神大震災以後）

H16
時間

項目

金額[百万円]

国土交通省

：旧建設省
：旧運輸省
：旧国土庁

環境省
省庁再編以前は，
環境庁を指す．

地盤沈下対策調査

特殊地下壕対策事業

鉄道防災事業

下水道事業

地下水対策調査

地盤沈下調査関連水準測量

地下水保全管理調査

地震高潮等対策河川事業

災害関連事業

海岸事業

地すべり対策事業

急傾斜地崩壊対策事業

砂防事業

河川総合開発事業

河川事業

70         

677                

184,188                

41                        

16              

29           

82,545 164                                      

47,923 37,973                                      

29,517             

69,778                                             

250,493     

430,549           

787,250

78           

299                 

203,889                

55                         

16                       

32      

14,575                                

49,395 354                                      

39,467 41,978                                      

25,205          

45,720                                             

209,093            

354,441           

640,818      

42          

1,536              

182,102                 

54                         

18         

30     

13,957                               

67,880                                  

95,060                                      

29,812     

56,212                                             

268,617        

381,363          

834,918      

79         

189             

610                

185,512                

41                        

18                    

30    

11,779                                   

62,823                                      

21,123   

42,350                                             

169,236       

286,343         

577,427      

50             

250                

610                    

172,279                    

45                            

16  

27                                   

8,674                                   

8,753                                      

56,407                                          

19,406   

37,995                                                

156,947       

272,724         

523,328      

H5
（阪神大震災以前）

H9
（阪神大震災直後）

H12        H14
（阪神大震災以後）

H16
時間

項目

金額[百万円]

国土交通省

：旧建設省
：旧運輸省
：旧国土庁

環境省
省庁再編以前は，
環境庁を指す．

地盤沈下対策調査

特殊地下壕対策事業

鉄道防災事業

下水道事業

地下水対策調査

地盤沈下調査関連水準測量

地下水保全管理調査

地震高潮等対策河川事業

災害関連事業

海岸事業

地すべり対策事業

急傾斜地崩壊対策事業

砂防事業

河川総合開発事業

河川事業

70         

677                

184,188                

41                        

16              

29           

82,545 164                                      

47,923 37,973                                      

29,517             

69,778                                             

250,493     

430,549           

787,250

78           

299                 

203,889                

55                         

16                       

32      

14,575                                

49,395 354                                      

39,467 41,978                                      

25,205          

45,720                                             

209,093            

354,441           

640,818      

42          

1,536              

182,102                 

54                         

18         

30     

13,957                               

67,880                                  

95,060                                      

29,812     

56,212                                             

268,617        

381,363          

834,918      

79         

189             

610                

185,512                

41                        

18                    

30    

11,779                                   

62,823                                      

21,123   

42,350                                             

169,236       

286,343         

577,427      

50             

250                

610                    

172,279                    

45                            

16  

27                                   

8,674                                   

8,753                                      

56,407                                          

19,406   

37,995                                                

156,947       

272,724         

523,328      

(a) 国土保全費の年度変化

1,523

10,731   

2,196        

127,261          

324                  

380  

140                               

200                                   

56                                       

775                                         

49,725   

55         

313      
時間

項目

金額[百万円]

■災害復旧（1）

農林水産省

厚生労働省

文部科学省

財務省

総務省

防衛庁

内閣府

※ここで，省庁再編
以前では，厚生労働
省は厚生省，文部科
学省では文部省，総
務省では郵政省を示
している．
※H12総務省の項で
は，郵便局等災害復
旧事業を示す．

法務省

H5
（阪神大震災以前）

H9
（阪神大震災直後）

H12        H14
（阪神大震災以後）

H16

国有林災害復旧事業

農林水産業施設災害復旧事業

公共土木施設災害復旧事業

災害保険

災害融資

阪神大震災産業復興支援

厚生施設等災害復旧事業

災害援護資金の原資の貸付

災害弔慰金の国庫負担

災害救助費の国庫負担

要保護児童に対する補助

公立学校施設災害復旧事業

地震再保険

阪神大震災産業復興支援

阪神大震災産業復興支援

自衛隊派遣

被災者生活再建支援

4,365

156,122 

27,442      

434,500        

17,156             

1,039                    

2,704              

456           

1,192                               

38                                      

5,069                                      

4,942

86,495  

15,933      

33,642          

1,032              

1,960                 

2,331                    

58        

1,069                               

186                                     

5,885                                      

3,197,450      

202                                                

380               

44,705

8,910     

23,145        

3,634            

2,246                   

795         

15    

2,753                              

5                                    

2,535                                      

3,489,130

125         

585       

1,207

10,859   

2,379        

152,204         

13,939              

380                   

140  

200                                   

68                                       

852                                          

3,752,670     

47         

113      

※

※

※

1,523

10,731   

2,196        

127,261          

324                  

380  

140                               

200                                   

56                                       

775                                         

49,725   

55         

313      
時間

項目

金額[百万円]

■災害復旧（1）

農林水産省

厚生労働省

文部科学省

財務省

総務省

防衛庁

内閣府

※ここで，省庁再編
以前では，厚生労働
省は厚生省，文部科
学省では文部省，総
務省では郵政省を示
している．
※H12総務省の項で
は，郵便局等災害復
旧事業を示す．

法務省

H5
（阪神大震災以前）

H9
（阪神大震災直後）

H12        H14
（阪神大震災以後）

H16

国有林災害復旧事業

農林水産業施設災害復旧事業

公共土木施設災害復旧事業

災害保険

災害融資

阪神大震災産業復興支援

厚生施設等災害復旧事業

災害援護資金の原資の貸付

災害弔慰金の国庫負担

災害救助費の国庫負担

要保護児童に対する補助

公立学校施設災害復旧事業

地震再保険

阪神大震災産業復興支援

阪神大震災産業復興支援

自衛隊派遣

被災者生活再建支援

4,365

156,122 

27,442      

434,500        

17,156             

1,039                    

2,704              

456           

1,192                               

38                                      

5,069                                      

4,942

86,495  

15,933      

33,642          

1,032              

1,960                 

2,331                    

58        

1,069                               

186                                     

5,885                                      

3,197,450      

202                                                

380               

44,705

8,910     

23,145        

3,634            

2,246                   

795         

15    

2,753                              

5                                    

2,535                                      

3,489,130

125         

585       

1,207

10,859   

2,379        

152,204         

13,939              

380                   

140  

200                                   

68                                       

852                                          

3,752,670     

47         

113      

※

※

※

1,523

10,731   

2,196        

127,261          

324                  

380  

140                               

200                                   

56                                       

775                                         

49,725   

55         

313      
時間

項目

金額[百万円]

■災害復旧（1）

農林水産省

厚生労働省

文部科学省

財務省

総務省

防衛庁

内閣府

※ここで，省庁再編
以前では，厚生労働
省は厚生省，文部科
学省では文部省，総
務省では郵政省を示
している．
※H12総務省の項で
は，郵便局等災害復
旧事業を示す．

法務省

H5
（阪神大震災以前）

H9
（阪神大震災直後）

H12        H14
（阪神大震災以後）

H16

国有林災害復旧事業
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図 5.7 国の防災関連予算の年度別変化の分析結果の一例 

 

d. 新聞記事の変遷 

提言の社会的なインパクトを評価するひとつの指標として，新聞記事における関連記事の量の変化を調査

した（図 5.8）．「地震」をキーワードとする新聞記事を検索した結果，地震から 1年後，10 年後といった節

目の時期に増えることが分かった．2004 年末から 2005 年初めの阪神・淡路大震災 10 周年にかけては，新潟

県中越地震，インドネシアスマトラ島西方沖地震も発生したために特に増加している．新聞社は前日の出来

事の中からニュース価値を判断して，翌日の新聞紙面を製作するためである． 

次に「耐震補強」をキーワードとする新聞記事を検索した結果，東海地震の想定震源域の見直し後に当た

る 2002 年から関連記事が著しく増加していることがわかった．これは土木学会や建築学会をはじめとする専



 

13 

門家が，とりわけ兵庫県南部地震以後に「耐震補強の重要性」を訴えてきたことを踏まえ，メディアもその

重要性を認識し，読者や国民に知らせるようになったためと考えられる． 

また地震に関連する新聞記事を課題マップに従って分類した結果，シンポジウムなどの開催をはじめとす

る E12（防災訓練，教育，人材育成あるいは啓発）に分類されるものと，D1 や D6（過去の記録の保存，収集

を扱った記録集の作成）などが目立った．次に多かったのは，A1（地震予知，予測）と A2(計測，観測の強

化）で，東海地震をはじめ，地震の事前予知を期待していることが記事からもうかがえた． 

地震災害に関係する学会の中では，土木・建築学会の提言は記事として取り上げられている方ではあるが，

耐震補強に関する報道が急増している状況には遠く及ばない．学会活動の成果としての提言が新聞紙面を通

して読者や国民に広く知れ渡ったとは言い難い状況である． 
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１９９５年 １９９６年 １９９７年 １９９８年 １９９９年 ２０００年 ２００１年 ２００２年 ２００３年 ２００４年 ２００５年

朝日新聞

共同通信

中日新聞

読売新聞

朝日新聞

共同通信

記
事
の
件
数

(a)新聞記事の掲載数（「地震」をキーワードとして検索）

(ｂ)新聞記事の掲載数（「耐震補強」をキーワードとして検索）  
図 5.8 兵庫県南部地震以降の地震関連の新聞記事記載数の変化 

 

ところで，マスメディアが学会の活動を読者や国民に伝える一つの有力な手段であるとすると，提言を出

す際にはマスメディアに取り上げてもらえるように工夫することが，学会にとってきわめて重要となる．そ
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の際には以下の項目を考慮する必要がある． 

・提言そのものを魅力的なものにする． 

-中身をより具体的にする． 

-『××すべき』の主語はだれかを明確にする． 

-予算などの裏付けがなく本当にできるの？と疑問視されうる内容の場合，現在やっている××より先

に○○をする，などと本気度や実現性を書く． 

-これまでの自分たちのやってきたことに誤りがあったら素直に謝罪する． 

-「××が必要である」とか「××すべきだ」などと綴るだけでは，巷は「それはそうだけど．．．」と

思うだけで，学会が真剣に訴えていることが伝わらない． 

・単に記者会見を開いたり，国会議員に送付するといったことに加え，知り合いのメディア関係者，議員

らに個別に売り込んだり，説明する必要がある． 

・記者会見という公式の場に加え，記者には提言をつくるにあたっての裏話などを別途説明し，取り上げ

てもらう努力をすることも有効である． 

・テレビ，とりわけ民放に取り上げてもらうためには映像が必要である．あらかじめ適切な映像について

考え，提言の公表に合わせて，「このような内容の映像が撮れるので是非取り上げてほしい」といった

売り込み手法も重要である． 

 

3.3 提言の施策への反映状況 

 

a. 土木学会提言 

 以下に，土木学会が行った三次にわたる提言が行政の施策にどのように反映されてきたかについてまとめ

る． 

i) 土木構造物の耐震性確保の哲学(フィロソフィ)と耐震基準のあり方 

「第一次提言」が公表された直後の 1995 年 7 月に改訂された国の防災基本計画の中で,この土木学会の基

本的な考えが取り入れられた．すなわち，「第 1 章 1 節 地震に強い国づくり,まちづくり」で，①構造物の

耐震性能の照査に二段階の地震動レベル（レベル 1地震動，レベル 2地震動）を採用すること，②二段階の

それぞれの地震動レベルに対して構造物の重要度に応じて耐震性能を定めて,これを満たすように耐震設計

を行うこと，が国の基本方針として打ち出された．この考え方が兵庫県南部地震以後のわが国の土木構造物

の耐震基準の基本方針に採用されるとともに，現在供用されている各種インフラ施設の耐震診断や耐震補強

の設計にも適用されている．このように，土木学会の提言がわが国の震災対策に極めて大きな影響を与えた

ものといえる． 

ii) 設計や耐震性能の照査に適用する地震動・地震作用の評価 

・上述した国の防災基本計画で定めた基本方針を受けて，レベル 1,レベル 2の二段階の地震動が道路，鉄

道，港湾，上水道，下水道，ガスなどの各種インフラの耐震基準類の改訂に当たり，新たに採用された． 

・活断層調査が全国的に実施され.既往の大地震の発生時点の推定と今後の発生確率が明らかにされつつあ

る．国の地震調査研究推進本部では，全国でおよそ 2,000 あるといわれている活断層のうち，主要なも

のを 98の活断層帯にまとめ，その活動の長期評価を行っている． 

・2003 年秋に公表された国土交通省の社会資本整備重点計画の中に，｢東海，東南海，南海地震および宮

城県沖の太平洋に発生する大地震対策の必要性｣が明記された． 
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iii) 耐震性能の照査の考え方 

 上述した提言のうち「第二次提言」の内容が，各種施設や構造物の耐震設計基準類の改訂に反映され，具

体的な耐震性能照査の基準や方法が規定されることとなった． 

iv) 耐震診断・耐震補強 

平成 17 年度版防災白書によれば，公共土木構造物の耐震化の進捗状況は，緊急輸送道路における橋梁や

擁壁，耐震岸壁，河川堤防等に比べてはかばかしくない． 

 道路橋については，平成 16年 10月に会計検査院から耐震補強の進捗状況について，当初の計画に比べて

遅れている旨の報告を受け，国土交通省では平成 17年度から耐震補強三箇年プログラムが実行された．平成

18年 3月に国土交通省のホームページに公開された緊急輸送道路の橋梁に対する耐震補強によれば，平成 16

年度末では，東京都内では，概ね計画の 5～6割の達成状況，プログラム最終年度の平成 19年度では都道府

県管理分と直轄国道分とを合わせたもの全体で 80％強，うち優先確保ルートについては 100％達成するもの

としている． 

 下水道施設については，平成 16年の新潟県中越地震など近年の地震における被害状況の国民生活に及ぼす

影響の重大さに鑑み，国土交通省に設けられた下水道地震対策技術検討委員会の報告書（平成 17年 8月）に

まとめられている．平成 9年（1997年）指針策定以前の施設については，レベル 2地震動に対して耐震補強

を実施したものは，処分場で高々10％強に留まり，ポンプ場では耐震診断の実施状況は処理場で 1％強，管

路では 5％程度と極めて低い． 

なお，河川堤防や堰，水門，樋管，樋門などの河川構造物については，レベル 2地震動に対する耐震補強

の考え方を現在検討中とのことであり，その成果が待たれるところである． 

v) 地震防災・災害軽減対策計画 

第二次提言で指摘された，「各種防災情報の統合活用」，「災害管理の論理構築」，「防災訓練の改善」，「防

災専門家の養成」などについては，取り組みがなされている．しかし地震災害アセスメント制度の設計など，

社会システムとしての地震災害軽減対策（財源確保も含む）の取り組みについては,防災投資水準に関する社

会的合意形成への努力も含めて，第三次提言の内容と合わせて必ずしも十分になされているとはいえない． 

 なお，土木学会からは下記の中間報告がなされており，内容については，幅広く国民各層で十分議論する

余地があるものと思われる．（土木学会 国土防災の適正水準に関する検討特別小委員会編：「国土防災の適正

水準に関する調査・研究」中間報告書，1999年 3月） 

vi) 研究・開発の促進 

上述した提言の内容で，実際の施策に反映されたもののうち，特筆すべきものは，①独立行政法人「防災

科学技術研究所」での大規模三次元振動台の建設，②高密度観測網の整備，が挙げられよう．また，関係各

機関や土木学会の関連調査・研究委員会での大規模な実験を含む各種の先端的な研究・開発が継続されてい

ることも意義がある． 

 

b. 建築学会提言 

建築学会の提言に関しては，何が実現し何が問題点として残っているかの検証が学会によって既に行われ

ている．第 9回震災対策技術展（2005年）では講演会も開催され，総合的な防災に向けて，行政，研究者，

学会，国民が，それぞれ何をなすべきかを，広く議論する機会が設けられた（建築学会：阪神・淡路大震災

10 周年行事 どう生かす地震の教訓―地震防災総合研究 10 年に学ぶ―，第 9 回震災対策技術展建築学会講

演会資料，2005）． 
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以下では，検証事項を抜粋し，若干の加筆を加えたものを紹介する． 

・性能設計の実現に向け「耐震メニュー」が検討されたが，社会的なルールとなるまでにはいたっておら

ず，また既存建物の耐震補強のための耐震メニューの構築が必要である． 

・具体的な設計法に関しては，地盤・基礎・建物を一体として考える設計法（限界耐力計算法）が建築基

準法に取り入れられた．しかし，設計法の想定を逸脱した経済設計が可能な点など，新たな問題を生じ

ている．また，地震荷重の不確実性の取り込み，非構造部材・設備機器等も考慮した総合的な耐震性能

の確保は依然として課題である． 

・強震動予測技術の進歩を背景として，重要構造物に対しては震源の特性などを取り入れた設計用地震動

の設定が一般的なものになってきている．しかし，一般建築物への適用は今後の課題である． 

・耐震安全性を確保する社会システムとして，住宅の品質確保の促進等に関する法律（品確法）が 2000

年に施行された．一方，建築確認・検査制度の効率化を図るため，民間の第三者機関（指定確認検査機

関）に開放する建築基準法の改正（1999年施行）が行われたが，2005年の耐震強度偽装事件により，

国民の耐震安全性への信頼が揺らぐ事態となっている．まず，品質確保のための自助努力が健全に機能

し，これを補完する形で法令規制が機能する必要がある． 

・既存不適格建物の耐震性改善に関しては，建築物の耐震改修の促進に関する法律が 1995年に施行され，

また国土交通省の住宅耐震改修への支援制度や自治体のさまざまな取り組みが行われている．しかし，

実効は得られておらず，とくに住宅に関してはリフォームなどライフサイクルに即した多用な支援策が

必要である． 

・都市構造の防災化に関して，大都市を中心に計画が策定され，また技術的な知見が蓄積されてきている

が，実際の整備は遅れている． 

・木造密集市街地の防災まちづくりのため，密集市街地における防災街区の整備の促進に関する法律（密

集法）が 1997 年に施行された．また地理情報システム（GIS）を使った精緻な災害シミュレーション

技術が開発された．しかし，経済状況の悪化などから，事業は決して促進されていない． 

・緊急対応・避難に関し，コンピュータによる支援ツールや訓練ツールが開発され，組織間が連携した訓

練など訓練での工夫もなされている．しかし，全国の地方自治体でみれば達成度合いは不十分であり，

また大都市地域でも広域避難など課題が残されている． 

・被災者生活再建支援法が 1998年に施行され，2004年に改正・拡充された．しかし，住宅再建への支援

は行われないため議論が続いている．また，被害調査（罹災証明に連動）など手続きは極めて煩雑であ

り改善が必要である． 

・事前復興計画について，東京都と静岡県では，復興マニュアルや復興プランが作られてきている．しか

し，国レベルでの法制度の整備は進んでいない． 

 
4 提言のあるべき姿の検討 

 
4.1 表現のあり方 

土木学会と建築学会のそれぞれの提言について，表 5.1にその一例を示すように，文章の構造や構成，表

現法などを分析した．以下に学会ごとの分析結果を紹介する． 

 

a. 土木学会による提言の分析 
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土木学会の第一次提言・第二次提言・第三次提言について，その表現方法の分析を行った．各提言の内容

に関しては下記の問題点が把握できた． 
i) 第一次提言 

・1～3 章と 4章ではポイントシステムが統一されていない． 

・提言部分のほぼ全てで主語が欠けており，とりわけ，耐震設計に限度があることが「正しく社会一般に

理解されるような努力が必要である」(3 章)，「以下の研究・開発を促進する必要がある」(4 章)という

記載箇所は，主語がないため具体的に誰がどのようにして，このような改善を図ればよいのか非常にわ

かりにくいし，責任主体も不明であるために，具体的な実施に向けて問題がある． 

・語尾に「～が必要である／～が必要と考えられる」を付記されたケースが多いが，表現が冗長かつあい

まいになりやすいので「○○が△△すべきである」形式が望ましい．  

・「検討」や「考慮」を提言として盛り込む場合には，具体的に検討・考慮方法を示唆する必要があるが，

第一次提言においてはこれらの方法論の記載が不十分である．また数多く用いられている「検討が必要

と考えられる」「努力が必要である」という記述も非常にあいまいな表現であり避けるべきである． 

ii) 第二次提言 

・各章の節はおおむね，基本方針の説明・補足説明・留意事項と研究・開発課題の順に記述されており，

パラグラフ構成の連続性が見られる． 

・各パラグラフ内では，兵庫県南部地震により露呈した問題点・その後の現状分析・それに基づく提言が

織り交ぜて記述されているため，どの文章が提言に相当するのかが非常にわかりにくい．また，一つの

項や文章に複数の提言が盛り込まれており，提言の明快さに欠ける．一つの項のレベルに対しては一つ

の提言を配することを基本とすべきだ．また提言の背景となる解説を加える必要がある場合は，現状分

析とそれに基づく提言は分けて記述した方が良い．  

・ほぼ全ての文章の主語がないため，提言を実行すべき主体がわかりにくい．とりわけ，主語がない上に，

耐震設計を行う技術者が配慮すべき課題と研究者が遂行すべき課題が混在しているため，わかりにくい．

主語を記述するか，提言の実施主体ごとに分けて提言を記述するなどの改善が望まれる． 

・第 4 章では，第一次提言には記載のなかった地震防災性向上策を扱っており，「既存構造物補強費用と

災害復興費用の負担ルール」等の確立を提案している．しかし，主語が明記されていないため，これら

の制度を具体的にどのような主体が運用すべきなのかわかりにくい． 

iii) 第三次提言 

・提言はおおむね一つの項の中に，一ないし数個の文章で記載されており，第二次提言と比較して読みや

すい構成となっている． 

・第二次提言では，提言部分と提言に至る解説部分が混在して，どこが提言なのかが非常にわかりにくか

ったが，第三次提言では末尾に解説編を付けることで，提言部分の理解が容易な構成になっている．第

二次提言の難解さを改善した点は評価できる． 

・第一次提言および第二次提言と同様，ほぼ全てに主語がない．主体をはっきりさせるために，主語を明

記すべきである．しかし本提言では，耐震設計・診断・補強時を行う技術者が留意すべき事項と研究者

が遂行すべき事項が別の節として記載されているため，第二次提言との比較では，提言を遂行すべき主

体は類推しやすい． 

・第 3～6節では，17項にわたる記載内容のうち，13項の末尾が「～が必要である」となっている．これ

らは具体的には「対策を講じる必要がある，評価する必要がある，留意する必要がある，確立する必要
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がある，検討することが必要である」等であるが，文末が冗長になっているため，「～○○が△△すべ

きである」形式の表現にすべきである． 

 

表 5.1 提言の表現分析の一例（建築学会の第三次提言を対象として） 

提言
No.

整理
用ID

提言の見出し S1 O1 V1 S2 O2 V2 S3 O3 V3

3100 建物の耐震安全性の向上
3110 耐震安全レベルを選定するルールの確

1 3111
建築主と設計者との共通の認識に基づ
いた耐震安全レベルの選定

社会
耐震安全を選定
するルール

確立する
建築主と
設計者

耐震安全レベル
の共通の認識

持つ

2 3112 公共性の視点に基づく耐震安全レベル 建築主 公共性 配慮する 建築主 耐震安全 選定する
3120 性能表示型耐震設計法の導入と普及

3 3121
総合的な耐震性能を明らかにした設計
法の導入と普及

設計者 新しい設計法
導入・普
及する

設計者
総合的な耐震性
能

明らかに
する

4 3122
安全のレベルをわかりやすく示した耐震
メニュ－の提案

建築学会 耐震メニュー
創設・提
案する

設計者 安全のレベル
分かりや
すく示す

建築主
適切な安全レベ
ル

選定する

3130 耐震設計における地震動の設定

5 3131
震源特性・地震発生率および地盤等を考
慮した地震動の設定

設計者 震源の特性など
設計用地
震動に取
り入れる

6 3132 地震活動度を明示するための客観的指 研究者 客観的指標 設定する 研究者 地震活動度 明示する

7 3133 強震観測の充実とデータ公開の推進 政府 強震観測体制 強化する 政府 データ
充実・公
開する

3140 総合的な耐震性能を確保するための方

8 3141
地盤－基礎－構造物系を連成系とした
耐震性能の評価

設計者
地盤-基礎-構造
物

一体とす
る

設計者 耐震性能
評価・設
計する

9 3142
二次部材および家具等の耐震性能の評
価

設計者
二次部材および
家具等の耐震性
能

評価・設
計する

10 3143 設備機器の耐震性能の評価 設計者
設備機器の耐震
性能

評価・設
計する

3150 耐震安全性を確保する社会システムの

11 3151
設計の審査および工事監理・施工管理・
品質管理の徹底

政府・自
治体

関係者間(発注
者、設計者、施工
者等)の役割分担
と責任

明確化す
る

政府・自
治体

設計の審査およ
び工事管理・施工
管理・品質管理

徹底する

12 3152
耐震安全性が社会的に評価されるシス
テムの形成

政府
耐震性能の表示
制度

創設する 政府
耐震安全性が社
会的に評価され
るシステム

形成する

13 3153
高耐震性建築ストック形成の誘導策の推
進

政府
高耐震性建築ス
トック

誘導する 社会
高耐震性建築ス
トック

形成する

3160 既存不適格建物の耐震性改善の方策

14 3161
耐震改修を優先すべき建物の特定と改
修の推進

政府
優先する建物とそ
の改修水準

特定する 政府 公共的支援 推進する 政府 耐震改修 促進する

15 3162
耐震安全性の把握と公開の法による義
務づけ

政府・自
治体

耐震安全性の現
況把握と情報公
開

義務付け
る

建築主 耐震安全性
把握・公
開する

16 3163
既存建築物の改善を推進する社会機構
の整備

研究者・
民間企
業・行政

社会機構 整備する 建築主 既存建築物 改善する

17 3164
耐震改修促進法の多様な運用による実
質的改善の推進とそのための行政体制

自治体 耐震改修促進法
(柔軟に)
運用する

自治体 行政体制 整備する 自治体
既存建築物の耐
震安全性

実質的に
改善する

3170 歴史的・文化的建物などの保存と再生

18 3171
歴史的・文化的建物の被災時に対応す
る専門家ネットワークの確立

自治体・
専門家

歴史的・文化的建
物の被災状況

調査する
自治体・
専門家

緊急対応型専門
家ネットワーク

確立する
専門家
ネット
ワーク

応急対策 提示する

19 3172 歴史的建物全国リストの作成
建築学
会・自治
体

地域別歴史的建
物全国リスト

作成する 自治体
被災時の調査台
帳

活用する

20 3173
被災した歴史的建物に対する緊急対応
技術の開発・普及

行政・専
門家

応急危険度判定
マニュアルと緊急
対応技術

開発・普
及する

行政・専
門家

被災した歴史的
建物

応急危険
度判定・
緊急対応
する

21 3174
歴史的建物の特性に応じた構造補強法
の開発と普及・公開

行政・専
門家

構造補強法
開発・公
開する

行政・専
門家

歴史的建物
特性に応
じ補強す
る

22 3175
歴史的建物の創造的保存のための建築
医の育成と地域文化財への支援

行政・専
門家

歴史的建物の創
造的保存のため
の建築医

育成する
政府・自
治体

地域文化財の保
存

積極的に
支援する

下線は，提言に主語 Sn・目的語 On・動詞 Vn等が明記されていないため，類推したものを表す。 
 

b. 建築学会による提言の分析 

建築学会の第二次提言，第三次提言について，表現の分析を行った．まず第二次提言は，復旧・復興中の

被災地に向けて発信されたものであり，自治体が行動の主体であることが類推されるためか，提言の多くで

主語が省略されている．第三次提言は大項目 4，中項目 20に分類されているが，この内訳は第一次提言なら

びに第二次提言に示した項目をさらに具体化したものと，新しく追加した提言を合わせた 74の提言である．

提言の理解を促すため，まえがきに，提言の対象，対象地震と対象被災地，地震対策の対象物，時系列，実

現へ向けての時間を明記している．また提言の概要についても述べており，読み手への配慮がなされている．
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しかし細かい体裁については，以下の点で改善の余地がある． 

・Ａ～Ｄの 4つの大項目ごとにまとめているため，類似した提言が重複して後から出てくる場合がある． 

・中項目ごとにまとめられているが，後述される解説を読まなければ提言の内容が分からないものが多い． 

・提言の後の説明の番号が提言番号と異なるため，どの提言に対する説明なのか分かりにくい． 

・提言の後の説明に体言止めの見出しがあるが意味が分かりにくい（見出しの内容が提言と重複している

ので，各提言の直後に見出しを付けずに解説文を置くほうがよい）．  

また第三次提言について，文章の主語・目的語・動詞を分析した結果，第二次提言と同様，多くの場合で

主語が省略されていた．文章表現に関しては，以下のような問題点が指摘できる． 

・提言の対象は「本提言の対象」で述べられてはいるが，提言の文章で主語が省略されていると，読み手

に実際の行動を促す力に欠ける． 

・解説では震災の事例を補足すべきである（理解の促進のために，提言の根拠を明示すると理解しやすい）． 

・語尾表現は必ずしも統一する必要はないと思われるが，無秩序な場合は散漫な印象を与える可能性があ

る． 

・文章の構成が複雑で，容易に意味が理解できないものがある． 

・「○○プログラム」，「○○制度」，「○○システム」などは，具体的な提案内容が分かりにくい．提言に

続く説明の中ではなく，提言中に分かりやすく補足すべきである． 

・「体系的」・「系統的」「総合的」・「包括的」という言葉がしばしば現れるが，具体的な記述が必要である． 

・「～を推進すべき」，「～を支援すべき」といった表現はやや回りくどく，具体性にかける．「～を推進す

べき」は，簡潔に「～すべき」と直すことができ，「～を支援すべき」は「～を助成する」など，具体

性を持った表現に置き換えられる． 

 
4.2 提言までの体制比較 

 土木学会や建築学会をはじめとする学会が，社会に向けて提言を行うためにどういった仕組みや取り決め

がなされているのか，提言までの手続きや体制について整理した．具体的には，土木学会と建築学会，さら

に地震学会，日本機械学会，日本原子力学会，計測自動制御学会の７学会を対象に，提言を行うに際しての

規程や体制について調査した．その結果，日本地震学会と計測自動制御学会を除く全ての学会で提言に関す

る規程が存在した．ただし，その内容や範囲については，建築学会（対外的意見表明にあたっての申し合わ

せ）と日本機械学会（日本機械学会提言の取扱い内規）では意見表明のレベルにより，必要な承認手続きが

明記されている．土木学会では，土木学会運営規定第９条に行政官庁等に対する建議等において理事会の承

認が必要との記述が存在するに留まっており，学会長，支部長，委員長名で実施されている提言内容につい

て，具体的な承認規程は存在していない．また，全ての学会で共通することとして，提言した内容のフォロ

ーアップについての規程は存在しないことが挙げられる．提言内容により実効性を持たせるための努力とし

て，今後は提言をフォローアップするための仕組みや体制の構築が必要である． 

 

4.3 提言のあるべき姿 

5.4.1 と 5.4.2 を踏まえて，今後，土木学会や建築学会などの諸学会が，社会に効果的に貢献できる提言を

行うためにポイントを「提言の文体・表現」，「提言の体裁・様式」，「体制」，「その他」に分けて検討した． 
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a. 提言の文体・表現 

i) 具体的かつ簡潔で，方法論がわかる表現 

・文章の構成は単純にし，簡明直截に記述する． 

・提言はできるだけ 1文ないしなるべく少数の文章で構成する． 

・一文で表す提言はひとつを原則とする．（ひとつの文章にいくつもの提言を盛り込まない） 

・提言は箇条書きとし，現状の問題点や提言に至るまでのプロセスは付録として付記する． 

・語尾表現はなるべく統一する． 

・「体系的」・「系統的」・「総合的」・「包括的」や，「検討」・「考慮」など表現は具体性に欠けるので使用す

る場合には具体的なアクションがわかる記述とする． 

・提言遂行の方法論がわかるように，具体的な主体やプロセスを明記する．必要であれば，付録を用意し，

具体例も付記する． 

・見出しの「○○プログラム」，「○○制度」，「○○システム」などの表現は具体的な提案内容を分かりに

くくさせる．見出しは内容が簡潔に分かるように具体的に記載する． 

ii) 提言内容の実施主体や責任主体の明確化 

・提言文には必ず主語を明記する． 

・異なる主体向けの提言を同一の節や項に記載しない．  

・主語の明記に加え，主体ごとに提言を分けて記述する． 

 

b. 提言の体裁・様式 

・提言の体裁や様式（ポイントシステム）は統一する． 

・各章におけるパラグラフ構成には連続性を持たせる． 

 ・シリーズで提言を行う場合も上記の点は同様の扱いとする． 

 

c. 言いっぱなしの提言にならないための体制や仕組みづくり 

 言いっぱなしの提言にならないための体制や仕組みを作ることが重要である．これを達成するためには，

下記のような具体的な対策を考える． 

i)「時間軸と達成量が記載された具体的な目標」の提示 

・提言の責任主体や実施主体を明記するとともに，タイムテーブル付の達成量を記載した具体的な目標を

提示する． 

ii) 適切な提言を適切な時期に発表できる体制の形成 

・学会として，適切な時期に適切な内容の提言を発表できるようにするために，提言の内容やレベルに応

じた提言作成と承認規程（発議者，発信者，責任所在，手続きなど含めて）を明確にしておく必要があ

る．  

iii) 提言の内容をフォローアップする体制や仕組みの形成 

・提言の内容や課題を対象とした研究プロジェクトや委員会を設立し，継続審議できる体制をつくる． 

・年次講演会をはじめとする研究発表会の機会に，提言に関する課題の特別セッションを組む． 

・各種の研究申請課題に，提言の内容や課題を対象としたテーマを設立する努力をする． 

・提言を具体化する具体的な予算を措置する． 
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d. その他 

i) 一次、二次など、時期をずらして複数の提言を行う場合 

・各提言の位置づけを明確に説明するとともに，前回から今回の提言にいたる間における提言を取り巻く

環境の変化，改善状況や進展状況のわかる解説を入れる． 

・後発の提言において，対象を前回の提言の対象エリアから絞り込む場合には，記載のないエリアの取り

扱いが読者には理解できないので，その説明をわかりやすく行う．  

ii) マスメディア（学会活動を広く国民に伝える一つの有力な手段）対策として 

・学会の本気度や実効性に注目するので、予算措置や体制に関しての情報も同時に流す． 

・自分たちのこれまでの対応や考え方に誤りがあった場合には，それを素直に謝罪しかつ正確に説明する． 

・マスメディアは一般市民がわかりやすく，魅力的なものを取り上げるので，このニーズにあったものを

用意する． 

・単に記者会見を開いたり，国会議員に提言を送付するだけでなく，親しいメディア関係者や議員らには

個別に売り込んだり説明したりする． 

・記者会見という公式の場に加え，記者には提言をつくるにあたっての裏話などを別途説明し，取り上げ

てもらう努力をする． 

・テレビ（とくに民放では）で取り上げてもらうには映像が重要なポイントなので，あらかじめ適切な映

像を用意し，提言の公表に合わせて，「このような映像も提供できるので是非取り上げてほしい」と伝

える．  

 
5 結論 

本部会では，今後，土木学会や建築学会などの諸学会が，地震防災にかかわる提言を行う場合に，これが

大都市圏の地震防災力の向上に効果的に貢献する提言となるための課題の整理と「提言のあるべき姿」をま

とめた． 

課題に整理に関しては，時間・空間的に推移する地震被害や地震防災対策の全体像を示すマップ上に，兵

庫県南部地震以降に土木学会や建築学会が行ってきた提言の対象範囲を分野別にプロットし，地震被害や対

策の全体像に対して両学会の提言の位置づけと対象としていた課題の範疇(分野)を明らかにした．次に，両

学会の提言が社会的に及ぼした影響や提言を取り巻く環境の変化を，兵庫県南部地震以前から現在に至る「両

学会の研究発表」，「科学技術研究補助金」，「国の防災関連予算」，「関連新聞記事」等の数値的な変化から数

量的に評価した． 

「提言のあるべき姿」の検討では，提言文章の「表現」や「構造」の分析，関連する学会の提言を社会に

発信するまでの手続き(体制)の調査を行った． 

そして最終的に，今後，土木学会や建築学会などの諸学会が，「大都市圏の地震防災力の向上」を含めて，

社会に効果的に貢献できる提言を行うためにポイントを「提言の文体・表現」，「体制」，「その他」に分けて

まとめた． 
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